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地球温暖化の影響と経済的損失

科学的根拠の確実性とアクション

京都議定書とIPCC

1. 地球温暖化
昨年の話題は昨年の話題はIPCCIPCC第第44次評価報告書次評価報告書

今年の話題は洞爺湖サミットとその後今年の話題は洞爺湖サミットとその後
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地球温暖化は加速している

近近100100年間年間

平均気温の上昇は0.56 ～ 0.92 ℃
（5年前は0.4 ～ 0.8 ℃）

今後今後100100年間年間(21(21世紀末世紀末))

年平均気温は 1 ～ 6.3 ℃上昇
（第3次報告書では1.4 ～ 5.8 ℃）

海水面は19 ～ 58 cm上昇
（第3次報告書では9 ～ 88 cm）

IPCC WG１報告書の概要 (2007.2.2)
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温暖化の影響と経済的損失

３℃上昇

アジアで年間700万人以上が洪水の危機

世界の1億人以上が新たに食糧難

対策を急げば 2050年までに 毎年 GDPの1％
で済む

500-550ppmで 安定化の場合
STERN REVIEW(英): 気候変動の経済学

（2006）

ＩＰＣＣ第４次報告

４℃上昇

5人に1人が洪水の影響

３０億人が水不足に直面
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温暖化はどこまで進むか

IPCC WG１報告書の概要 (2007.2.2)

温
度

変
化

(°
C) ★予測値の幅は大きいが濃

度安定化へ向けてCO2排

出抑制などの行動は急務
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温暖化に関わる新たな知見温暖化に関わる新たな知見
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12 <'90s (1988-1998)

<

The rate of increase of the anthropogenic carbon inventory (g C m -2 year-1)

太平洋における過去観測データの解析を行い、
近２０～３０年スケールの海洋による二酸化

炭素吸収量を見積もる。

太平洋の海洋中深層デー
タ解析による長期的二酸

化炭素吸収量の解明

定点観測による海洋二酸
化炭素蓄積速度の解明

●定点時系列観測により、年間約1µmol/kgの表
層CO2濃度上昇を検出。
●更に西部太平洋の南北断面観測と時系列
データベース解析により、水深1000mまでの人為
起源CO2の溶入を確認。

→ IPCC等の海洋吸収量見積もりに寄与。

予測の精度を高めるために：環境計測の例予測の精度を高めるために：環境計測の例

AISTAIST等等
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IPCCの経緯と洞爺湖サミット

第1次評価報告書 (1990)

第2次評価報告書 (1995)

第3次評価報告書 (2001)

COP3 京都議定書(1997)

気候変動枠組条約採択、地球サミット(リオデジャネイロ)(1992)

IPCCIPCC設立設立(1988)(1988) IPCC (Intergovernmental Panel on Climate Change)

第4次評価報告書 (2007）

地球サミット(ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸ) (2003)

COP1(気候変動枠組条約第1回締約国会議) (1995)

COP7 マラケシュ合意 (2001)
詳細ルール

確定

京都議定書発効 (2005)

http://www.ipcc.ch/

洞爺湖サミット 2008.72008.7
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京都議定書のポイント

○先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値
目標を各国毎に設定。

○国際的に協調して、目標を達成するための仕組みを導入（排出
量取引、クリーン開発メカニズム、共同実施など）

○途上国に対しては、数値目標などの新たな義務は導入せず。

○数値目標

対象ガス対象ガス： 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、HFC、PFC、SF6

吸収源吸収源： 森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量を算入

基準年基準年： １９９０年 (HFC､PFC､SF6 は、1995年としてもよい）

目標期間目標期間： ２００８年から２０１２年

目標目標： 各国毎の目標→日本▲６％、米国▲７％、ＥＵ▲８％等。

先進国全体で少なくとも５％削減を目指す。

難易度は国によって大きな差難易度は国によって大きな差
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京都メカニズムの概要

排出権取引 ET (Emissions Trading)

先進国どうしが排出量を売買

クリーン開発メカニズムCDM (Clean Development Mechanism）

例：ブラジル鉄鋼会社の木炭炭化キルンの改良によるメタンおよび粒子状物質の

排出防止（T通商)

先進国と途上国が共同で事業実施

共同実施 JI (Joint Implementation)
例：カザフスタンの熱電併給所（NEDOの省エネモデル事業）

先進国どうしが共同で事業実施

投資国が自国の目標達成に削減分を利用
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1998.6 地球温暖化対策推進大綱

現行大綱現行大綱 目標達成計画目標達成計画

（エネルギー起源CO2) ±0%
（国民努力） ▲1.4% → ＋0.6%
（革新的技術） ▲0.6%

（非エネCO2、メタン、N2O) ▲0.5% → ▲1.2%
（代替フロン等3ガス） ＋2.0% → ＋0.1%

（森林吸収量） ▲3.9% → ▲3.9%
（京都メカニズム） ▲1.6% → ▲1.6%

合計 ▲6.0% → ▲6.0%

http://www.kantei.go.jp

温室効果ガス排出量削減の目標達成計画

すでに約 8％ 増加
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■一次エネルギー供給と資源量 ■パワーの安定供給 kW

現在の一次エネルギー供給構造
(1) 化石燃料に多くを依存
(2) 原子力は一定の貢献
(3) 大型水力発電およびバイオマス（在来型利用）以外の再生可

能エネルギーは極めて少ない

エネルギーの需要と供給
 エネルギー資源は一般に偏在
 需要にあわせて輸送（輸出入）される
 国、地域によって需給構造は多様

エネルギー資源量
 化石燃料および核燃料は数百年で枯渇
 再生可能エネルギーの資源量は膨大
 使えて始めて資源
 需要と技術開発に強く依存

２．エネルギーの安定供給２．エネルギーの安定供給
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世界の石油生産量の推移

生産中油田生産中油田

非在来型石油非在来型石油

既発見油田既発見油田

未発見油田未発見油田

増進回収増進回収

World Energy Outlook 2004, IEA



技術を社会へ－Integration for Innovation

原油資源の現状原油資源の現状

埋蔵量

世界の確認埋蔵量

OPEC 76% （61% がペルシャ湾沿岸）

OECD 約 7%,

その他 18%

2005年までの生産量

143Bt（確認埋蔵量の47％、期待される資源量の37％）

約2/3が輸出入されている！！
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主要な一次エネルギー源の資源量と
2005年の供給量（世界）

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第3ワーキンググループ
第4次報告書Table 4.2より抜粋

 エネルギー源 資源量 2005 年の供給量 2005 年の供給割合 

石炭(conventional) >100,000 EJ 120 EJ/y 25 % 

ガス(conventional) 13,500 EJ 100 EJ/y 21 % 

 
化石燃料 

石油(conventional) 10,000 EJ 160 EJ/y 33 % 

核燃料 ウラン(no recycle) 7,400 EJ 26 EJ/y 5.3 % 

水力（>10MW） 60 EJ/y 25 EJ/y 5.1 % 

水力（<10MW） 2 EJ/y 0.8 EJ/y 0.2 % 

風力 600 EJ/y 0.95 EJ/y 0.2 % 

バイオマス（modern） 250 EJ/y 9 EJ/y 1.8 % 

バイオマス(traditional） ----------- 37 EJ/y 7.6 % 

地熱 5,000 EJ 2 EJ/y 0.4 % 

 
 
 

再生可能エネルギー 

太陽光発電 1,600 EJ 0.2 EJ/y <0.1 % 
 

79%

>15%

>5%

年間のエネルギー需要は＞400 EJ （（= 400 x 10= 400 x 101818 JJ））
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発電種類別二酸化炭素排出量発電種類別二酸化炭素排出量
( ( 設備と運用設備と運用))

発電種類別二酸化炭素排出量発電種類別二酸化炭素排出量
( ( 設備と運用設備と運用))

本藤祐樹, 電中研ニュース
No.338 訂正版より作図

排出原単位排出原単位( Mt( Mt--C/Mtoe)C/Mtoe)
（真発熱量ベース）（真発熱量ベース）

排出原単位排出原単位( Mt( Mt--C/Mtoe)C/Mtoe)
（真発熱量ベース）（真発熱量ベース）

1Mtoe（石油換算百万トン）
= 1013kcal

石炭 1.08
原油 0.837
天然ガス 0.641
ガソリン 0.791
ナフサ 0.837
ジェット 0.816
灯油 0.821
軽油 0.846
重油 0.883
その他石油製品 0.837

天然ガスや再生可能エネルギーが好まれるわけ



技術を社会へ－Integration for Innovation

太陽エネルギーの資源量

2003年の世界の一次エネルギー消費
9,615百万トン(石油換算) ≒ 400 EJ

サハラ砂漠の1/2に効率14％の太陽電池
⇒ 380 EJ
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太陽エネルギーの様々な利用法太陽エネルギーの様々な利用法

給湯 冷暖房

採光

光触媒

ソーラークッカー

温室

太陽熱発電

太陽光発電
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わが国の再生可能エネルギーの潜在量わが国の再生可能エネルギーの潜在量
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物理的限界潜在量 実際的潜在量

出典

総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会、2000年1月、2001年6月、

NEDOデータベース 新エネルギー関連データ (http://www.nedo.go.jp/nedata/index.html)、2004年8月

年間の一次エネルギー消費：約5億kL
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依然として大きい電力負荷変動

ピーク時の電力をどう確保するか

東京電力資料より
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エネルギーネットワークが複雑化

電力自由化

エネルギー供給
源の多様化

需要家の嗜好の多様化

パワーの安定供給パワーの安定供給
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わが国の電力系統と風況マップわが国の電力系統と風況マップ

わが国の電力系統の構成

9地域がゆるく結合.

Hokkaido
5.1GW

Tohoku
15GW

Tokyo
59GW

Chubu
26GW

Hokuriku
5.5GW

Kansai
32GW

Shikoku
5.8GW

Kyushu
16GW

Chugoku
11GW

風況マップ

北海道、東北海道、東
北、九州で北、九州で
顕在化顕在化

北海道、東北海道、東
北で顕在化北で顕在化
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分散型エネルギーネットワークのイメージ分散型エネルギーネットワークのイメージ

情報の流れ

広域エリア

大規模発電所
基幹系統

小規模発電所

移動体

モバイル
機器

情報通信

熱

電力

ガス

be

大規模発電所

電力・ガス・熱の統
合的マネージメント

・環境負荷低減

・負荷平準化

・利便性拡大

住宅分散電源

ローカルエリア
ネットワーク

クリーンな
分散型電源

事業所
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日本のエネルギーフローと技術開発の効果日本のエネルギーフローと技術開発の効果

損失 26

民生
18

運輸
17

産業用
33

有用エネ
ルギー 35

非発電用
58

発電用
42

原子力 13

石炭 19

石油 49

天然ガス 13

再生可能 E  6

6

13

13

7

全損失 65

10

5

8

数字は2001年概数
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生
可
能
エ
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ル
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ー
の
最
大
限
の
導
入

分散型エネルギーネットワーク
による、損失低減

2020年

2030年

技術開発の長期的効果

2004年度のエネルギー消費
産業部門：46.3％、民生部門：27.5％、運輸部門：24.7%

３．省エネルギーの現状３．省エネルギーの現状
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民生部門の大きな伸び
規制の及びにくい部門での対策は？

民生部門の大きな伸び
規制の及びにくい部門での対策は？

出展：温室効果ガスインベントリオフィス
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産業部門におけるエネルギー消費と
省エネ技術の例：2006年度

産業部門におけるエネルギー消費と
省エネ技術の例：2006年度

・化学工業と鉄鋼のエネルギー消費が多い。
・今後はIT産業の割合が増すであろう。

グリーンサスティナブルグリーンサスティナブル
ケミストリーケミストリー GSCGSC

ミニマルマニュファクチャリングミニマルマニュファクチャリング

コンビナートエネコンビナートエネ
ルギー統合技術ルギー統合技術

高性能工業炉高性能工業炉

金属機械
6.8%

その他製造
13.4%

化学
31.5%

鉄鋼
24.1%

非製造
6.4%

窯業土石
5.7%

紙・パルプ
5.1%

非鉄金属
2.0%

繊維 1.5%

食品煙草 3.4%

（出典：エネルギー・経済統計要覧2008年版、 日本エネルギー経済研究所）
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主要産業におけるエネルギー消費原単位の推移

２０年間減少していない現状で対策はあるか

主要産業におけるエネルギー消費原単位の推移

２０年間減少していない現状で対策はあるか

エネルギー・経済統計要覧2006年版 EDMC編
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暖房用
23.7%

給湯用
31.2%

厨房用
7.9%

動力他
35.1%

冷房用
2.2%

家庭分野におけるエネルギー消費と
省エネ技術の例:2006年度

家庭分野におけるエネルギー消費と
省エネ技術の例:2006年度

（出典：エネルギー・経済統計要覧2008年版、 日本エネルギー経済研究所）

 電気機器や照明等の電気動力、給湯、暖房のエネルギー消費電気機器や照明等の電気動力、給湯、暖房のエネルギー消費

が多い。が多い。

ヒートポンプのヒートポンプの
高効率化高効率化

光触媒壁材光触媒壁材

調光ガラス調光ガラスHfHf蛍光灯蛍光灯

次世代省エネディスプレイ次世代省エネディスプレイ

HEMSHEMS
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運輸部門におけるエネルギー消費と
省エネ技術の例

運輸部門におけるエネルギー消費と
省エネ技術の例

日本自動車工業会 http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/199806/02.html

 自家用乗用車 (55％) 、貨物自動車 (29％) が圧倒的に多い。

 ほとんどのエネルギー消費が走行時

エネルギー消費 CO2排出

維持・管理
1.4％

廃棄・リサイクル
0.1％

輸送
1.6％

素材製造
8.4％

部品・組立
5.0％

走行 83.5％

維持・管理
1.4％

廃棄・リサイクル
0.04％ 輸送

1.7％
素材製造

7.1％
部品・組立

4.0％

走行 85.8％

合計 25,937 CO2合計 398,870MJ

車体軽量化（車体軽量化（Al, C, MgAl, C, Mg等）等）

燃料電池車燃料電池車

交通システムの高度化技術交通システムの高度化技術



技術を社会へ－Integration for Innovation

４．需給見通しと長期シナリオ４．需給見通しと長期シナリオ
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超長期エネルギー技術ビジョン 2005.10経済産業省超長期エネルギー技術ビジョン 2005.10経済産業省

現状の重心 ☆ をどこに向けるか

再生可能エネルギーの普及は間違いなく持続可能社会に向かう
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世界の一次エネルギー需要の推移と見通し

２０３０年までは依然化石燃料に依存

World Energy Outlook 2002 

石炭石炭

石油石油

ガスガス

水力水力

その他の再生可能エネその他の再生可能エネ

原子力原子力
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German Advisory Council on Global ChangeGerman Advisory Council on Global Changeの提言の提言

長期エネルギーシナリオの例１

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

20502050年のエネルギー生産性は年のエネルギー生産性は19901990年の年の33倍が目標倍が目標
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長期エネルギーシナリオの例2
世界の一次エネルギー供給とCO2排出の展望

長期エネルギーシナリオの例2
世界の一次エネルギー供給とCO2排出の展望
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CO2排出量（CO2隔離なし）

CO2排出量（実質）

産総研第2期研究戦略平成18年度版

2100年で550ppmまで削減する場合のMESSAGEによるシナリオ計算

CO2濃度安定化のためには

 CO2排出低減、再生可能エネルギー導入、 CO2貯留
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１．我が国の目標
＜長期目標＞・2050年までに現状から60～80％の削減を行う。
＜中期目標＞・来年のしかるべき時期に国別総量目標を発表する。

２．革新的技術開発
革新的高効率発電 2030年に40％超、7円/kWh以下
超高効率ヒートポンプ 2030年にコスト3/4、効率1.5倍 等

３．既存先進技術の普及
４．国全体を低炭素化へ動かす仕組み
５．農山漁村の活躍、都市や地域づくり、環境教育
６．国民運動

低炭素社会づくり行動計画（案）ポイント
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５．技術開発の展望５．技術開発の展望

温暖化の緩和策

次世代住宅

住宅用省エネ部材

燃料電池

横断技術

実証実験と住宅のエネルギー消費実態の調査
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緩和策を講じない場合と比較した
2030年の世界の経済ポテンシャル推計値

経済ポテンシャル：市場の制約が改善され、消費者からみて費用対効果の高い
技術が導入された場合に、削減可能な温室効果ガス排出量
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緩和策を講じない場合と比較した
2030年の世界の経済ポテンシャル推計値
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－重点的に取り組むべきエネルギー革新技術 －

⑱HEMS/BEMS/地域レベルEMS※

⑬省エネ住宅・ビル ⑭次世代高効率照明

⑯超高効率
ヒートポンプ

⑰省エネ型
情報機器・システム

⑦高度道路交通
システム

①高効率天然ガス
火力発電

⑥超電導
高効率送電

③二酸化炭素回収・
貯留（ＣＣＳ）

④革新的
太陽光発電

⑪革新的材料・製造・加工技術
⑫革新的製鉄プロセス

⑧燃料電池自動車

効率向上 低炭素化

⑮定置用燃料電池

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
側

②高効率石炭火力発電 ⑤先進的原子力発電発電・送電

産業

運輸

民生

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
側

⑲高性能電力貯蔵 ⑳パワーエレクトロニクス
部門横断

⑩バイオマスか
らの輸送用代替
燃料製造

水素製造・輸送・貯蔵12

超電導導体

絶縁層

超電導シールド層

断熱管

超電導導体

絶縁層

超電導シールド層

断熱管

③ＣＣＳ
（再掲）

⑨プラグインハイブリッド自動車・電気自動車

エネルギー源毎に、供給側から需要我に至る流れを俯瞰しつつ、効率の向上と低炭素化の
両面から、CO2大幅削減を可能とする「２１」技術を選定。

経産省 「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」より （参考）

6
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次世代住宅次世代住宅次世代住宅次世代住宅
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住宅における熱の出入り住宅における熱の出入り

開口部
71%

床2%

外壁13%
換気5%

屋根9%

開口部
48%

床10%

外壁19%
換気17%

屋根6%

※1992年の基準で建てた住宅モデルにおける例
『出典：（社）日本建材産業協会』

夏の冷房時（昼）に開口
部から熱が入る割合

夏

冬

冬の暖房時の熱が開口
部から流失する割合
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日本の森林のCO2吸収量と森林セクター
におけるミチゲーション

京都議定書に対応した
国家森林資源データーベースの開発

日本の森林のCO2吸収量（2005年度）
（バイオマス、枯死木、リター、土壌）

（万ｔC)

積極的に木材を利用した場合の炭素貯蔵、
省エネルギー、化石燃料代替効果

１）森林のCO2吸収量
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２）木材利用によるCO2削減効果

住宅耐久年数の向上と削減効果

住宅の耐久年数を向上させれば、
森林による炭素吸収に匹敵する

森林総合研究所 提供
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自立循環型住宅自立循環型住宅

• 環境負荷低減に配慮した上で、快適性、利便性を高める
• 周辺環境の自然的要素を活用
• 過重な設備、特殊な工法、過大なコストを要しない

2010年頃に普及可能な住宅

居住時のCO2排出
量を50%削減

国土技術政策総合研究所
建築研究所 提供
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実験住宅による実証実験実験住宅による実証実験

居住者の生活行動を機械的に再現

独立行政法人建築研究所敷地内
(つ くば市立原1)
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３５％ 減

冷
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庫

冷
蔵
庫

35%
減

従来型（2000年頃）

省エネ型

1年間消費熱量(GJ/y)
30 50 60

国土技術政策総合研究所 建築研究所
「自立循環型住宅開発プロジェクト」

「断熱外皮(断熱性能)」
「暖冷房設備(エアコンのCOP)」
「太陽熱給湯」＋「給湯設備改良」
「照明設備」「家電」の6技術→35％減

「日射熱利用(パッシブヒーティング)」「昼光利用」
「太陽光発電」「自然風利用(通風)」「換気設備」「水利用」

様々な省エネルギー機器と手法の実効性を評価

50%減
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ユーザーが意識しない省エネユーザーが意識しない省エネユーザーが意識しない省エネユーザーが意識しない省エネ

調光ガラス

自動的に遮熱・
透過を制御

省エネ照明シス
テム

高性能断熱材

エアロゲル利用

調湿材料

自律的に湿度を
制御

高機能空調

新規吸着材

を利用

保水・透水材料

水の気化熱により、
温度上昇を制御

建築部材評価用の実験住宅を
産総研中部センターに設置

建築部材評価用の実験住宅を
産総研中部センターに設置

住宅用省エネ部材住宅用省エネ部材
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調光ガラスによって日射の透過と反射を制御調光ガラスによって日射の透過と反射を制御
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電気の印加や雰囲気の制御による調光ミラー電気の印加や雰囲気の制御による調光ミラー
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世界初の大型調光ミラーガラス世界初の大型調光ミラーガラス
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高性能サーモクロミック材料

周囲の温度によって自動的に
赤外の反射率が変化

透明な状態

（従来の調光ガラス）

劣化の克服、大面積化が課題

温度で自律的にスイッチングする調光ミラー

鏡の状態
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調湿によりCO2を削減調湿によりCO2を削減

湿度を１０％下げることができれば、
１℃高い温度でも同じ不快指数

設定温度を１℃高く（低く）する
と、冷房（暖房）のエネルギー
が約１０％節約

社団法人 日本ビルエネルギー総合管理技術協会

高吸脱着量化、等温線
適化、など

調湿材料の高機能化

低コスト化、
高強度化、評
価法の確立、
など

壁材化

600 20 40 80 100

相対湿度 ／％

吸
着

水
量

高

低

望ましい
湿度範囲

親水性の
最適化

細孔径の
最適化

土壁

ビニール
壁紙

インテリ
ジェント型
調湿材料

ヒステリシス
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保水性舗装材料によりヒートアイランド現象を緩和

降雨

路盤材

日射

路盤材

吸水

保水された水の蒸発時の気化熱によりヒートアイランド現象を緩和

保水性ブロック

歩道、公園、床、ベランダ、テラ

ス、屋根、保水性歩道、車道など

断
熱

性
透

水
性

防
音

性

保
水

性
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燃料電池燃料電池
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燃料電池が温暖化対策に貢献するには

燃料電池は多様

燃料の多様性（ガス、石油、水素等）

電解質（高分子、固体酸化物、溶融炭酸塩等）

応用分野も多様

競合技術あり

導入シナリオと技術開発ロードマップの重要性

革新技術への期待
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燃料電池の導入シナリオと本格研究

融合・適用

Gemini

宇宙用電源

ポータブル
機器用

コ
ス

ト
年

20302000

オンサイト
水素製造 リモート

定置型
系統連係 燃料電池車

エネルギー技術 RI

ユビキタスエネルギーRI

FC-Cubic

Micro-FC

SOFC
劣化

所内連携

産学官連携

産・学・官
コスト
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 物質移動減少
 電極触媒
 電解質材料

水素脆化
水素トライボロジー

水素及び関連材料のデ
ータベース

燃料電池･水素の３基礎研究プロジェクトを実施
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燃料電池および水素利用基盤研究

格子脆化・脆性破壊ではない。結晶のすべり
の集中によるミクロな延性破壊である。

基本原理を正しく理解

水素脆化の基本原理解明

× ○

第一原理計算と電子顕微鏡観察
の連携により燃料電池電極触媒
(Pt/C) の構造と機能を解明

安定原子配列と
価電子密度分布

Ptクラスター
Graphenシート

燃料電池

水素利用

安全・低コストなものづくり

単分子層レベルの解析
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・マイクロ燃料電池に関する国際標準化
や規制適正化の研究：集中研
・NEDO-PJ ： JEMA傘下各社のプロトタ
イプの持込研究（NDA）

・安全に関する評価結果等 ⇒ 国連、国
際電気標準会議(IEC)や国際民間航空
機構(ICAO)の国際専門会議に採択

・「新利用形態燃料電池標準化等技術開
発」 ⇒ マイクロFC以外にも対象を拡大

写真は
イメージ

携帯用マイクロFC国際標準化 ～2010
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横断技術

パワエレおよび電池技術

横断技術

パワエレおよび電池技術

 多様な応用分野

 機器単独で省エネ効果

 エネルギーネットワークの安定度向上にも寄与

 ネットワークの連携･協調制御法とパワエレ、貯蔵によりシステ

ム全体の効率も向上
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パワーデバイスの適用分野

サイリスタ

パワー ICs

GTO

MOSFET

バイポーラ
トランジスタ

HVDC
圧延機

電車

スイッチング電源

VTR,携帯電話

電話交換機、PDPドライバなど

電気自動車

動作周波数 (kHz)
0.1 1 10 100 1000

104

103

102

101

100

電
力

変
換

容
量

(k
VA

)

EV/HEV

105

IGBT;Insulated Gate Bipolar Transistor ,MOSFET;Metal-Oxide-Semiconductor Field Effect Transistor

SiC-FET

IGBT

モータインバータ

エアコン

UPS/分散電源
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SiCデバイスの導入予測と省エネルギー量
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PV 1,000 kW
in total

NaS 2,000 kW

Redox 180 kW

応用分野の広がる二次電池とキャパシタ
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リチウムイオン二次電池の高性能化リチウムイオン二次電池の高性能化



技術を社会へ－Integration for Innovation

充放電過程での、正極でのリチウムイオン
の脱離と挿入の観察に成功

充放電過程での、正極でのリチウムイオン
の脱離と挿入の観察に成功

ナノ構造を持つ新規正極材料の高性能化のメカニズムが明らかにナノ構造を持つ新規正極材料の高性能化のメカニズムが明らかに
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PV 1,000 kW
in total

集中型から分散型へ集中型から分散型へ

NaS 2,000 kW

Redox 180 kW
電力系統から電力系統から 27,000kW27,000kW
分散電源分散電源 ~6,000kW~6,000kW

実証実験と家庭のエネルギー消費実態の調査
つくばセンターの分散型エネルギー供給システムつくばセンターの分散型エネルギー供給システム
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住宅におけるエネルギーネットワーク

実証試験設備（燃料電池及び負荷計測装置）実証試験設備（燃料電池及び負荷計測装置）

実験住宅NEXT21(大阪
ガス)において2007年4月
より実証実験中

燃料電池と改質器とを分離して共有

柔軟な運用が可能

経済性向上

CO2削減効果

• reduction of 
• initial cost
• running cost
• CO2 emission

• ex.
- 50%
- 20%
- 6 - 8%
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コジェネレーションの実証研究



技術を社会へ－Integration for Innovation

札幌市役所本庁舎での実証実験

暖房用循環水に界面活性剤を注入し流動抵抗を低減。
札幌市役所本庁舎の循環ポンプ動力の65%を削減。



技術を社会へ－Integration for Innovation

家庭のエネルギー需要データベース

戸建・集合住宅のエネルギー需要の計測を行い、データベース構築



技術を社会へ－Integration for Innovation

おわりにおわりに
持続可能な社会へ向けた産業構造の重心移動

おわりにおわりに
持続可能な社会へ向けた産業構造の重心移動

環境への配慮 大小

開
発

小

大

産業構造の重心

伝統的な
経済成長

産業変革に
よる

重心の移動

重心移動を測る指標？

産業化へのシナリオ？

エネルギーシステムエネルギーシステム
産業構造の重心移動と同様産業構造の重心移動と同様
多様性、サービスの視点もキーワードのひとつ多様性、サービスの視点もキーワードのひとつ

B（便益）
環境効率 e =

A（環境負荷）



技術を社会へ－Integration for Innovation

新しいイノベーションの方向性
～「エコイノベーション」の推進～

○環境・エネルギー制約の克服のため、環境重視・人間重視の「エコイノベーション」（※）という新たな統一コンセプトの下、我が国の強みである「ものづくり」と
「環境・省エネ」の技術力をテコに、生産・社会・国民生活のあらゆる局面を変革していく。その際、社会システム面での改革と一体的に推進することが必要。
○具体的には、以下の３分野で推進。
① 資源循環の 大化、エネルギーの多段階利用、脱・化石資源／脱・希少金属でのものづくり、

小型かつ再構成可能な生産プロセスの実現によるサステナブル生産システムへの転換
② 超高効率なエネルギー供給システム、輸送システム、ＩＴシステムの実現によるゼロエミッション型社会インフラの整備
③ 環境価値を合理的に認めて消費行動を起こすための意識の変革によるサステナブルな生活の実現
○これらエコイノベーションの成果を、世界・アジアに発信し、世界全体の環境保全と経済成長に貢献。

（具体例）
･廃棄物・副産物を原料化する環
境コンビナート
･省エネ・ＣＯ２削減を実現する製
造プロセス
･小型かつ再構成可能な生産プ
ロセス
･省資源・副産物の発生抑制を促
す制度の整備
･希少資源の使用量の大幅削減
やありふれた資源を用いて製品
を作るものづくり

（具体例）

･「モノ売り」から「機能売り」に転換
するサービサイジング産業を創出
･製品の環境性能の「見える化」ツ
ールによる意識の変革
･環境経営ツールの開発・普及（Ｌ
ＣＡ手法、マテリアルフローコスト
会計手法）

（具体例）
･太陽光発電技術・水素製造・利用技術
･石炭のガス化水素製造とＣＯ２の分離・地下貯留技術
･次世代の原子力技術
･「次世代自動車燃料イニシアティブ」に基づいた燃料・自動車等利用環
境整備・技術開発
･次世代環境航空機の技術開発と導入・普及の促進
･環境適合型ＩＴシステム技術の開発やトップランナー制度の対象拡大等
による省エネ技術の普及 等

エコイノベーションモデルの世界への発信

グリーングリーンITITサステナブル・サステナブル・
マニュファクチャリングマニュファクチャリング


